
生活再建の方法に応じ、様々な支援制度があります。
必ず再建できますので、焦らず、あきらめず、まずは支援制度を確認しましょう。

STEP1 さまざまな選択肢の中から再建方法を考えましょう

STEP２ 支援制度を調べてみましょう（以下は一例です）

STEP３  「早わかりサービス」で自分に合った制度を確認してみましょう

住まいへの支援 もらえるお金

借りられるお金 その他の支援

制度名：応急修理制度＊
内　容：修理費用最大71.7万円
対　象：準半壊以上の罹災証明

をもらった世帯
窓　口：自治体

＊応急修理制度を使うと修理後は仮設住宅や公費解体
制度の利用が制限されることがあります

制度名：被災者生活再建支援金
内　容：最大300万円
対　象： ①中規模半壊以上の世帯
 ②半壊以上や敷地被害でやむ

を得ず住宅を解体した世帯
 ③長期避難世帯
窓　口：自治体

制度名：災害復興住宅融資
内　容：住宅の補修費用や再建費用の融資
対　象：半壊以上で住宅を建設・購入する方

一部損壊以上で住宅を補修する方
窓　口：住宅金融支援機構

制度名：被災ローン減免制度
内　容：ローンの減額や免除
対　象：災害救助法適用の災害で個人の

ローンの支払いが難しくなった方
窓　口：お住まいの地域の弁護士会

上記は制度の一例です。被害の程度、自治体などにより使える支援制度は異なります。

最大５つの質問に答えるだけで
自分や家族が使えるかもしれない
支援制度が簡単にわかる！

URLはこちら　⇒　https://chat-client.tokiomarine-e.jp/?bot=publicsupport
公的支援制度早わかりサービス（無料）に今すぐアクセス☞

■注意事項 その災害に適用されている法律や、ご自身の被害の程度によって、使える支援制度は異なります。
自治体のホームページや報道などで最新の情報を確認して下さい。

被災後に受けられる支援制度に関するご案内（1/2）

どのような公的支援制度が使えるか確認しましょう

修理する 建て直す 引っ越す



いち早い生活再建のため、保険と公的支援制度の両方の手続きが重要です。
公的支援を受けるためには、まず罹災証明書の取得が必要となります。

保険金の請求
ご加入の損害保険会社から

保険金を受け取るための手続き
公的支援制度の申請に必要な

「罹災証明書」を取得する手続き

保険会社による訪問調査
※自治体の調査とは異なります

自治体職員の訪問調査
※保険会社の調査とは異なります

罹災証明書の取得

①安全を確保できる場合には、被害状況を記録する
・被害状況が分かるよう、少なくとも4方向から写真を撮ります。
・家財を含め家の内側の被害状況も記録しましょう。

②ご加入の保険会社に連絡する

③請求に必要な写真・見積書等を揃える
※請求の際に、罹災証明書の提出は不要です

⑤保険金を受け取る

④保険会社に請求する
保険請求書類に記載し送付します。Webで必要
項目を入力し請求が完了する場合もあります。

②申請に必要な書類・情報を集める
※詳しくはお住まいの自治体のホームページを
ご確認ください。

③自治体相談窓口で申請する
Webで申請を受け付けている場合もあります。

④罹災証明書を受け取る
自治体窓口 等で受け取ります。

⑤公的支援制度を申請する
判定の結果に応じて、利用できる公的支援
制度を申請します。

例）罹災証明書で「全壊」と判定された場合、
被災者生活再建支援金の申請により、
基礎支援金として100万円を受け取り、 
その後、新築購入に伴い、加算支援金と
して200万円を受け取る（合計300万円）

※上記は一例であり、ご自身の被害の程度などによって
使える制度や受け取れる金額は異なります

どのような制度があるか、
1ページ目をご確認ください

発
災
後
〜
数
週
間

１
か
月
後
〜

被災後に受けられる支援制度に関するご案内（2/2）

保険金請求と罹災証明書取得を進めましょう


